
１．経営計画に基づく取組み 

当会は、「持続可能な農業の実現」「豊かでくらしやすい地域社会の実現」「協同組合

としての役割発揮」を、「ＪＡグループ滋賀」の一員として目指すべき姿として捉えて

います。 

そのようななか、令和元年度からは「第 15 次中期経営計画」を策定し、引き続き、

以下の基本的な考え方に基づき、各種取組みを実施しています。 

 

第１５次中期経営計画の基本的な考え方 

「ＪＡ総合事業機能による組合員・利用者ニーズに対応したサービス提供、地域の活性化

に向けた取組みを支援するとともに、他連合会と一体となったＪＡ補完機能の発揮と、それ

を支える強固な経営基盤を確立する。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜令和２年度上半期の取組み＞ 

 

１．ＪＡ事業モデルの転換に向けたＪＡ・他連合会との一体的事業運営の確立 

【農業・地域の成長支援】 

  前年度に引き続き、農業金融サービスの提供を通じて農業・地域の成長支援に取組

むべく、ＪＡとの連携のもと「農業・農業者応援プラン※」（農業資金借入時の利子補

給や農業信用基金協会に対する保証料の全額助成等を実施）および「農業融資応援プ

ラン２０２０」（県内統一金利０．２％）を展開しました。さらに、農業経営基盤の

強化等にご利用いただける「農業近代化資金２０２０」も展開するなど、地域の農業

経営のサポートに取組みました。 

  また、今般のコロナ禍を受けて、当会は農業経営の悪化に対応するための災害緊急

資金（実質金利・保証料負担が年０％）を展開し、農業者の皆さまへの支援に取組み

ました。さらに、このたび「ＪＡ農業経営維持継続資金（危機対応）」を創設し、農
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業経営の維持・改善に必要な資金をご用意いたしました。当会は、今後もＪＡや他連

合会との連携を図りながら、農業者の方への支援に取組んでいきます。 

 

  ※「農業・農業者応援プラン」とは 

    ＪＡバンク滋賀・ＪＡバンク京都協同プロジェクトとして、平成 27 年 3月、地域とそれを支える

農業を力強く支援するという共通の目的のもと、ＪＡバンク滋賀とＪＡバンク京都は、事業規模 350

億円（対策費 10 億円）の支援事業を創設し、それぞれの特性を活かした「協同」の取組みとして、

地域農業・多様な担い手を支援するプランです。 

 

【県域センター機能の強化】 

  今般のコロナ禍により、ＪＡの各種推進活動や県域センター機能の発揮について一

定の制約を課せられるなか、ＪＡがライフプランサポート※の実践として展開した年

金推進運動や「新生活応援キャンペーン」を支援するなど、県域センター機能の強化

に取組みました。 

 

※「ライフプランサポート」とは 

    就職、退職、年金受給等のライフイベントに応じて商品・サービスを推進する「ライフイベント

セールス」と、農家組合員・利用者の皆さまのライフプラン策定サポートを通じて、最適なサービ

スの提案につなげる「ライフプランコンサルティング」を総称したものです。 

    

 

２．会員への安定的・持続的な還元を実現する収益構造の確立 

【農業融資残高伸長と貸出金収益の確保】 

  ＪＡ等との連携のもと、大規模農業法人や農業関連企業の大口資金ニーズ等にかか

る資金面の対応を通じて、農業融資残高の伸長を図りました。 

  また、地域の発展に資する地場産業向け融資においては、新型コロナウイルス感染

者数の増減等を考慮しながら営業活動を実施しましたが、今後も新規取引先の開拓や

提案型セールス等の実施により貸出金収益の確保を図るとともに、地域金融機関とし

て地域の発展に貢献する所存です。 

 

【安定的収益の確保とトータルリターンの追及】 

  安定的な収益の確保に向けて、引き続き債券の取得を図ったほか、短期運用資産の

効率的運用による収益の確保に取組みました。 

   



３．金融規制強化等に対応した経営基盤の増強 

【財務基盤の充実と内部管理態勢の実効性向上】 

  計画収益の確保および内部留保の拡充に向けた各種取組み（予算実績管理の徹底や

資金収支予測による収益マネジメントの精緻化等）を実施することで、会員への安定

的かつ持続的な収益還元の基礎となる財務基盤の充実に努めました。 

  また、マネー・ローンダリング防止態勢の対応強化やコンプライアンス態勢の整備

等のほか、今後の運用手段の多様化を見据え、リスク管理の高度化に向けた調査・検

討を実施するなど、リスク管理の実効性向上に取組みました。 

  

  

 


